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第 1章 事業の全体像 

1.1 事業の背景と目的 

1.1.1 背景 

スタートアップ創出力の強化は我が国の成長戦略の重要分野の1つとして位置づけられてお

り、主に経済産業省と内閣府、文部科学省により、スタートアップ創出の施策が進められてい

る。経済産業省による調査では、2020年度に存在が確認された大学発ベンチャーの企業数は

2,901社となっており、前年度調査で確認された2,566社から335社増加し、過去最高の企業数と伸

びを記録しており、全国的にベンチャー・スタートアップの創出が加速していることが伺える。 

 

 

図 1．大学発ベンチャー企業数の年度別推移1 

 

この傾向は北海道でも顕著であり、スタートアップをめぐる事業環境の整備が大きく進んでき

ている。 

産業界では、本業務においてコーディネーターとして選定する 大久保 徳彦 氏が代表を務め

る株式会社POLAR SHORTCUTが北海道を対象としたシード特化ファンド「POLAR SHORTCUT 

1号ファンド」を組成し、これまでに道内スタートアップ企業2社に対して投資を実施している。

その他、札幌市と民間事業者によるバイオベンチャー創出、事業拡大のための地域ファンド「札

幌イノベーションファンド」が組成され、今月初旬には、第1号として北海道大学発スタートア

ップである株式会社イーベック（札幌市）への投資が決定した。 

行政においては、札幌・北海道スタートアップ・エコシステム推進協議会が、内閣府「スター

トアップ・エコシステム拠点都市」として採択されたことに伴い、より一層のスタートアップ支

援が進められているほか、経済産業省北海道経済産業局による、グローバルに活躍することが期

待される地域に根差した有望なスタートアップ企業を認定し、支援する制度「J-Startup HOKKAIDO」

が始動し、2022 年 2 月末時点で道内スタートアップ 32 社が認定を受け、41 機関がサポーターズ

事業者として参画している。 

大学においては、北海道大学が「スタートアップ・エコシステム拠点都市」における中核大学・

 

 
1 出典：「令和元年度産業技術調査（大学発ベンチャー実施等調査）調査結果概要（経済産業省）」 
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援施策の活用可能性もあることから、コーディネーターと共に支援施策の知見を有する北海道経

済産業局が一体となったワンストップ支援モデルの構築を目指す。最後に、本業務を通じて構築

したスタートアップの成長支援モデルの効果測定及び成果事例の要因分析を通じ、実効的な成長

支援モデルの検証・構築を行い、成果事例等を情報発信することにより、スタートアップ成長支

援モデルの他地域への普及、道内スタートアップ企業のプロモーション、外部からの資金獲得や

人材の呼び込みに繋げることを目的としている。 
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1.2 事業概要 

1.2.1 事業実施方法 

 本業務では、以下に示す①～⑤の業務について実施する。 

 

①スタートアップ企業へのアプローチ・課題の特定 

 スタートアップ支援に適した経歴、支援経験等を有し、また北海道内のスタートアップ業界の

事業に精通する等の候補人材からコーディネーターを 3 名程度選定する。「J-Startup 

HOKKAIDO」認定企業や「札幌・北海道スタートアップ・エコシステム推進協議会」参画機関が

支援する企業等、支援ニーズを有し、かつ事業成長性を有する企業から支援候補先を選定し、コ

ーディネーターと連携のうえ、各スタートアップ企業が抱える課題を整理・特定する。 

 

②支援施策等を効果的に活用した課題解決・成長支援 

 コーディネーターの専門的見地も併せ、スタートアップが抱える各課題に対する最適な解決策

及び支援方策について検討・助言する。検討結果に応じて担当コーディネーターを配置のうえ、

コーディネーターの有するノウハウ、外部リソースを活用した課題解決支援、及び北海道経済産

業局等が有する各支援施策を組み合わせた一体型の個別支援を実施する。 

 

③VC・CVC等と道内スタートアップ企業のマッチングの実施 

 道内スタートアップ企業の特徴や希望支援事項等を勘案し、道内スタートアップ企業との連携

に意欲的であり、マッチング確度が高いと考えられる VC・CVC、事業会社等を選定する。それら

外部リソースとのマッチングを希望する道内スタートアップ企業を募集・選定のうえ、VC・CVC

等とのマッチング機会を提供する。参加者双方へのフォローアップを通じ、マッチング後の継続

的な関係構築を支援する。 

 

④支援の効果測定及び成果事例の要因分析 

 上記①～③の業務による各支援対象案件の効果、有効性等の検証を通じ、スタートアップ企業

に特化した成長支援モデルの在り方を検討する。 

 

⑤成果事例等の情報発信 

 首都圏から北海道への資金調達や人材確保の呼び水となることを企図し、全国的な発信力を有

するスタートアップメディア等を選定する。本業務における成果事例、支援対象となるスタート

アップ企業の取組内容等に関する情報を発信する。 
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続いて先述の 3分類ごとに寄せられた課題について具体例を示す。 

 

（１）事業計画・ビジネスモデル、商品・サービスに係る課題（一部） 

・ 現在検討しているサービスのターゲティング（to C or to B）へアドバイスが欲しい（A 社） 

・ 自社、及びサービスについて知名度が不足している。まずは知ってもらうためのアクションが

必要（A 社） 

・ 自治体と連携したビジネスであるため、関係構築が課題（B社） 

・ 現在検討しているサービス内容についてアドバイスが欲しい（C社） 

・ 現在実施しているサービスについてアドバイスが欲しい。また事業拡大の方向性についても壁

打ちしたい（D 社） 

・ 自社製品・サービスのプロダクト・マーケット・フィットの検証をしている。壁打ちにより検

討を深めたい（E 社） 

・ 現在、ビジネスモデルの転換を進めている。壁打ちを通じて検討を進めたい（F 社） 

・ 顧客を獲得しながら PoC を進め成長を進めていく計画。その後に資金調達を本格展開してい

く予定だが、まだ体制としておぼつかない面があるので、今後の事業展開について壁打ちした

い（G 社） 

・ 自社商品の製造・流通体制構築についてアドバイス、連携先の紹介が欲しい（H 社） 

・ 大手事業会社との連携により事業拡大を進めたい。適した連携先（事業会社/CVC等）がいれ

ば紹介いただきたい（I 社） 

・ 事業連携先を探している。適者がいれば紹介してほしい（J社） 

・ 〇〇業界、自治体との連携を進めたい。連携先を紹介してほしい（K 社） 

・ 事業展開上、複数の課題が出てきており、その優先度付けなどについて相談を行いたい（L

社） 

・ 自社サービス展開に必要なパートナーの拡充のため、紹介してもらえるとありがたい（M

社） 

・ PoCを進めるために、連携先となる自治体との関係構築、実証資金の確保への支援が欲しい

（M 社） 

・ 自社サービスの提供価格検討のためのアドバイスが欲しい（N 社） 

・ 今後の自社事業展開に向けた、新規市場開拓、検討のためのアイデアが必要。壁打ちの機会が

欲しい（O 社） 

・ サービス検討中のため、壁打ちを通じてアイデアを固めたい（P 社） 

・ 補助事業活用のために事業計画の作り込みについてアドバイスが欲しい（Q 社） 

 

（２）資金調達・資本政策に係る課題（一部） 

・ 資金調達は未経験であるため VCや CVC、エンジェル投資家からの調達時に何を注意すればい

いかわからない。資本政策にかかる支援が必要（A 社） 

・ 今後の戦略としてキャッシュアウトを減らすかエクイティで資金調達すべきか悩んでいる。ま

た調達資金を人材採用に充てるか顧客獲得に充てるか悩んでいる。壁打ちができるとありがた

い（R社） 

・ 上場を見据え今後の資金調達、資本政策についてアドバイスが欲しい（S 社） 
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・ 今後の資金調達手段の検討と調達に向けた必要準備に対し支援が欲しい（T 社） 

・ エクイティ調達を目指しているが未経験のためアドバイスが欲しい（C社） 

・ 海外投資家からの調達含め、今後の資金調達の方向性について相談したい（U 社） 

・ 事業の将来を見据えた場合にどのような資金調達手段があるのか、どの手段が自社に適してい

るのかわからない（V 社） 

・ 設備投資のための資金が必要。適した調達手段がわからない（E 社） 

・ VC/CVCなど調達先を紹介してほしい（F 社） 

・ 事業成長を見据えてより多様な選択肢から最適な判断を行いたいため、財務戦略や資本政策の

専門的見地からアドバイスが欲しい（W 社） 

・ 外部資金獲得のため補助事業活用を進めたい。補助金情報の提供と申請書類作成にあたっての

支援が欲しい（W 社） 

・ 将来的な資金調達に向けた計画についてのスケジュール感や VC とのやり取りにあたり必要な

事項などアドバイスが欲しい（L 社） 

・ 資金調達を進めるにあたり、株主の構成比率の見直し等、資本政策にかかるアドバイスが欲し

い（X 社） 

・ 現在、死の谷の底にいるため、一番の悩みは資金調達。今後の資金調達に向けて VCとどのよ

うに交渉していけばよいかといった資本政策上の課題、相談がしたい（M 社） 

 

（３）人材・採用にかかる課題（一部） 

・ サービスローンチに際して人材が必要。エンジニア、デザイナー人材を採用したい。またその

雇用形態についても相談したい（A 社） 

・ 士業関係者とのコネクションが不足（A 社） 

・ 札幌のエンジニアは優秀で定着率も高いが、流動性が低く確保に苦労（Y 社） 

・ 雇用したいが固定費を抱えることが難しい。人材の確保手段、雇用のタイミング等について相

談したい（R社） 

・ エクイティ調達経験の豊富な CFO 人材を必要としている（T 社） 

・ 製品・サービスへの引き合いが徐々に拡大し、以降の成長のためには採用が必要だが、最適な

人材獲得ができていない。獲得方法についてのアドバイスが欲しい（V 社） 

・ エンジニアの採用について、そのトレンドと効果的な採用方法についてアドバイスがほしい（F

社） 

・ 社内の人事制度、評価制度構築のために壁打ち機会、アドバイスが欲しい（F 社） 

・ 事業拡大のためにマーケティング人材を採用したいが、採用、採用以外の手法含めて検討した

いためアドバイスが欲しい（H 社） 

・ エンジニア、CFO人材が不足しており確保したいがなかなかネットワークがなく困っている（W

社） 

・ CTO 人材、プログラマーが必要な状況。人材採用支援策があれば利用したい（J 社） 

・ バックエンド開発ができるエンジニア、デザイナーを探している（K 社） 

・ エンジニアが不足。採用支援があるとありがたい（Z 社） 
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（４）その他（一部） 

・ 資金調達時に必要となる投資家向け説明資料についてアドバイスが欲しい（R社） 

・ 資金調達時に必要となる投資家向け説明資料作成に際してアドバイスが欲しい（T 社） 

・ 投資家向け資料準備についてアドバイスが欲しい。（C社） 

・ 参加を控えているピッチイベントの資料レビュー、アドバイスをしてほしい（F 社） 

・ 応募を予定している補助金について相談したい、情報が欲しい（W 社） 

・ 応募を予定している補助金の申請書類についてレビュー、アドバイスをしてほしい（Q 社） 
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（２）コーディネーターによる支援に加え、北海道経済産業局等が有する各種支援施策を絡めた

総合的な支援方策の提供が可能 

昨年度実施された「令和 2年度地域経済産業活性化対策調査事業（地域におけるスタートアッ

プ企業の創出支援方策に係る調査事業）」では、道内スタートアップ企業の中には北海道経済産

業局が有する支援施策、補助事業の活用可能性がありながらも、その存在を知らない事業者も見

受けられた。 

また、令和 3年度戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン事業）事業化支援事業（オープン

イノベーション促進事業）では弁護士、会計士といった士業、スタートアップ起業経験者などの

専門家を活用した事業化促進事業が予定されていた。 

先のコーディネーターの知見、ネットワークによる支援実施だけでなく、補助事業や関連支援

施策といった北海道経済産業局をはじめとする関連省庁の支援施策を組み合わせた総合的な支援

を企図した。 

 

（３）事務局（北海道経済産業局・弊社）とコーディネーターが一体となった、ワンストップ・

シームレスな支援が可能 

各コーディネーターが有する外部リソースは多様であり、また北海道経済産業局の施策も多様

である。またスタートアップ企業が抱えている課題も多様であり、置かれている状況も刻一刻と

変化する。そのためコーディネーター、北海道経済産業局ら事務局が一体となり、常にコミュニ

ケーションを密にとることで、スタートアップ企業の課題、状況に最適な支援を、すばやく効果

的、効率的に実施することを目指した。 
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第 4章 ＶＣ・ＣＶＣ等の外部リソースとのマッチング 

4.1 概要 

 本章では道外から VC・CVC 等の投資家を招き、各社の事業概要や投資動向等について紹介い

ただき、道内スタートアップとの接点を創出するために実施したマッチング事業について整理す

る。 

 

4.1.1 実施目的 

 昨年度調査により、首都圏に多く所在する VC・CVC、大手事業会社等には道内スタートアップ

各社の情報がほとんど知られておらず、一方で道内スタートアップ企業にとっては投資家との接

点が不足し、資金調達実績も少ないことが明らかとなった。 

そこで、コーディネーターのネットワーク等を活用し、道内スタートアップ企業との将来的な

連携に意欲的であり、マッチング確度が高いと考えられる VC・CVC、大手事業会社等の投資家を

探索するとともに、道内スタートアップ企業とのマッチングを試行的に実施する。これらを通じ、

将来的な資金調達を企図した、道内スタートアップ企業と投資家との関係構築を支援することを

目的としている。 

 

4.1.2 実施方法 

 本業務は以下に示す方法により実施する。 

 

①VC・CVC 等のマッチング候補先のリストアップ 

 シード期～シリーズ A を投資対象としている等、道内スタートアップ企業の特徴や事業内容、

必要とする支援を勘案し、それらスタートアップ企業と親和性が高いと考えられる VC・CVC、大

手事業会社の投資部門等を探索する。具体的なマッチング候補先の投資家として、「令和 2年度地

域経済産業活性化対策調査事業（地域におけるスタートアップ企業の創出支援方策に係る調査事

業）」での調査対象先を中心に整理するほか、コーディネーター等との協議を通じ、彼らが有する

ネットワークの中から地方への関心を有する等の視点も考慮のうえリストアップする。 

 

②ヒアリング調査の実施 

 選定した候補先に対し、メールまたは電話にてアポイントメントをとり、ヒアリング調査を実

施する。調査項目については、調査趣旨等を踏まえ、事業概要や投資方針のほか、地方への関心

等、道内スタートアップ企業とのマッチングに資する項目を中心に実施することとする。なお、

ヒアリングに際しては、新型コロナウイルス感染症拡大状況を鑑み、オンラインを基本として実

施する。北海道経済産業局及びコーディネーターとの協議のうえ、ヒアリング対象企業等から 10

社程度をマッチング参加企業として選定する。 

 

③マッチング候補先となるスタートアップ企業のリストアップ 

 上記②の調査により得られた情報をもとに、「J-Startup HOKKAIDO」認定企業や「札幌・北海道

スタートアップ・エコシステム推進協議会」構成機関の推薦等、将来的なマッチング可能性を有

する道内スタートアップ企業を選定する。 
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株式会社 ANOBAKA 槙原 ありさ 氏 

◆略 歴 

大手住宅メーカーで営業を経験しながら、起業家支援活動としてビジネスコンテス

ト・ピッチイベントを多数開催。2019 年 4 月より KVP に参画。コミュニティマネー

ジャーとして、コワーキングスペースの運営、ソーシング業務や投資先の採用サポー

トにも従事。2020 年 12 月に KLab から MBO し、ANOBAKA へ社名変更。 

◆会社概要（https://anobaka.jp/） 

2015 年に設立。2020 年 12 月 MBO 実施による親会社 KLab からの独立し、

ANOBAKA と社名変更。投資領域は限定せず、1,000 万円～5,000 万円の範囲内で幅

広い領域に投資。 

 

ANRI 株式会社 元島 勇太 氏 

◆略 歴 

山形出身。東京大学大学院工学系研究科物理工学専攻修士課程修了。日系投資銀行

にて経理・企画業務に従事後、科学技術振興機構（JST）でのベンチャー出資事業の

立ち上げを経て 2019 年 ANRI に参画。 

◆会社概要（https://anri.vc/） 

 ANRI は 2012 年の ANRI1 号ファンド設立より、一貫して創業初期（シード期）に

特化してスタートアップへの投資を実行、現在 4 つのファンドを運営し、累計 350 億

円を運用しております。「未来を創ろう、圧倒的な未来を」というビジョンのもと、

創業当時からの強みであるインターネット領域に加え、ディープテックやライフサイ

エンスなど幅広いテクノロジー領域への大学発研究開発型スタートアップへの支援

も注力しており、起業家の事業実現を一貫した姿勢で手厚く支援いたします。 

 

Incubate Fund 株式会社 南出 昌弥 氏 

◆略 歴 

慶応義塾大学商学部卒。2017 年、野村證券株式会社に入社。投資銀行部門にて、不

動産/REIT セクターのコーポレートファイナンス業務に従事した後、資本市場部での

国内外における資金調達業務や公開引受部にて新規株式公開（IPO）の支援を担当。

2020 年、インキュベイトファンドに参画。新規投資先発掘および投資先のバリュー

アップ業務等に従事。 

 

Incubate Fund 株式会社 清水 夕稀 氏 

◆略 歴 

 早稲田大学文化構想学部卒。2014 年、株式会社ビズリーチに新卒一期生として入

社。企業の採用支援活動や、ヘッドハンター向けのロイヤリティマーケティング、コ

ミュニティマネジメントに従事。2017 年 11 月インキュベイトファンド入社。起業

家、応援者などスタートアップを取り巻くエコシステム全体のコミュニティ構築に従

事。 

◆会社概要（https://incubatefund.com/） 

 2010 年設立。シード投資に特化した国内有数の VC。2021 年 9 月 21 日、6 つ目と

なる 161 億円規模のグロースファンド（既存出資先への追加投資専門ビークル）を設
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④参加者アンケート概要 

 VC 向けマッチング交流会に参加したスタートアップ企業 7 者からアンケート回答を得て、以

下のとおり整理した。 

 

◆本イベントの満足度について 

 5 段階評価で平均 4.1であり、参加者から高い満足度が得られた。 

 

◆本イベントへの感想・要望について 

 オープンな場における投資検討に向けた VC へのコンタクトを含めた運営方法に関し、改善に

向けた検討が必要であることがわかった。 

（運営方法について） 

・交流会の時間がもう少し長いとよかったです。 

・マッチング交流会でのコンタクトの仕方がよくわからなかったです。会話の内容がほかの方

に漏れていたのが気になりました。 

（その他） 

・J-Startup（HOKKAIDO）制度に興味がありました。詳しくお話を伺えてよかったです。 
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図 7．マッチング希望調査票（VC向けマッチング交流会） 
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図 8．概要シート（CVC向けマッチング事業） 
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5.2.2 本支援事業の効果測定と要因分析 

（１）本支援事業の効果測定 

本支援事業における支援実績（基礎情報）をみると、コーディネーター支援の利用事業者数は

21者、累計のコーディネーター支援回数は 43回となった。平均すると 1事業者当たり 2回程度

の利用実績である。 

 

 

図 11．本支援事業の効果測定 

 

本支援事業における支援実績（成果数値）をみると、人材面の支援においては、本支援事業利

用者のうち 2者は人材の採用に至った。事業面の支援においては、本事業を通じて事業連携先や

パートナーとなりうる事業者を紹介することができた事業者は 6者であった。資金面の支援で

は、本事業において実施した VC/CVCマッチング事業を通じて、スタートアップ事業者がコン

タクトできた VC 社数が 6社、CVC については 6社であった。継続し今後も道内スタートアッ

プと VC/CVCとの面談は控えている。 

スタートアップ支援事業において、上記のようにその成果をすべて定量的に示すことは難しい

が、「3.2.2 スタートアップ企業に対する支援結果」に記載の支援結果にみられるとおり、コーデ

ィネーターや専門家との壁打ちや相談を通じ、事業アイデアが固まる、疑問点や不安が解消され

る、課題解決の手段や方向性が明らかとなる、次の必要なアクションが定まる、投資家向け説明

資料が完成する等の成果が確認されている。 

加えて本支援事業利用者からも高い評価が得られている。以下に利用者からのコメントを一部

記載する。 

 

① コーディネーター・専門家当支援事業は非常に良かった。スタートアップと一言に言って

も、事業ドメイン、ビジネスモデル、成長フェーズなど、抱える課題も千差万別だが、決

まったフレームワークではなく、個社の課題に沿った取り組みをフレキシブルに検討・支

援してもらえる点が非常に良い点であった。一方で、資金調達のように多くのスタートア

本事業の支援実績（基礎情報）

本事業の支援実績（成果数値）

43 回

コーディネーター支援
事業での支援実施回数

21 者

コーディネーター支援事
業の利用事業者数

6 者

連携先・パートナー等の
紹介を受けた事業者数

2 者

人材採用支援事業により
採用に至った事業者数

6 社

スタートアップが
コンタクトできた
CVC社数

6 社

スタートアップが
コンタクトできたVC社数
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ップに共通する課題も支援してもらえるので大変ありがたい。 

② これまで検討していた事業はとても幅広く、あまり整理が出来ていない状況だった。コー

ディネーター・専門家のアドバイスにより大事なポイントが整理された。また投資家向け

資料作成に際してもフォーマット作成など迅速に対応してもらいありがたかった。VC マ

ッチングについても多くの VCを知ることができ大変勉強になった。今後もネットワーク

を活用していきたい。 

③ コーディネーター・専門家に多くの時間を割いて、きめ細やかな指導をもらい本当にあり

がたく思った。（ピッチ指導については）限られた時間で伝えるべきこと・伝えなくてよ

いことを的確に指摘してもらったおかげで、プレゼンを非常に効率よくブラッシュアップ

することができた。 

④ コーディネーター・専門家による資金調達にかかる支援では、投資家目線から VC に対し

てどのような情報を伝えればよいかアドバイスをもらった。加えて出資を受ける場合の相

場観などが分かり、具体的な検討を行うことができた。 

⑤ 資金調達に関して経験もなく、知識的にも不足していたが、親身に支援をしてもらい非常

に助かった。起業するためにも、（起業後も）企業を継続するためには資金が必要であ

り、VC/CVCの選び方や、決断が非常に難しいと感じていた。 

⑥ コーディネーター・専門家による支援は大変素晴らしいものだった。スタートアップ支

援、経営の経験がしっかりとあるコーディネーター・専門家による支援だったため、こち

らとしても疑うことなく受け入れることができた。いわゆるコンサルタントにはこうした

経験値がない場合が多いが、今回の支援はそれらとは全く異質のものだった。人材のマッ

チング支援も非常にありがたかった。 
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（３）支援モデルの今後の在り方について 

我が国のスタートアップ・エコシステムにおいては、人材・事業・資金の各面でまだまだ課題

があり、それぞれの課題が相互に絡み合い好循環が生まれていない状況とされている2。こうし

た状況は北海道のような地方部においても同様ではあるが、加えて首都圏を中心とするスタート

アップ・エコシステムとの大きな差異は、後進のロールモデルとなるような既に成長軌道にのっ

たスタートアップ企業の数が圧倒的に少ないことである。それにより起業を目指すモチベーショ

ンが地域内に醸成されにくく、ロールモデルとなる成長スタートアップが蓄積してきたノウハウ

やネットワークが地域内で共有されないため、スタートアップを継続的に生みだし、企業の新陳

代謝を促進させるような好循環を生み出すスタートアップ・エコシステムが形成されづらい。そ

れが地方部でのスタートアップ創出が進まない理由となっていると考えられる。ゆえに地方部に

おいては、好循環の起点となる「起業・創出（シード・アーリー）」フェーズから成長軌道に乗

せるまでのより一層の実効的な支援が不可欠である。現に本支援事業の利用者の多くは起業前～

起業直後、シード～アーリーステージの事業者が大半であり、それらの事業者からは人材採用、

資金調達、ビジネスモデルにいたるまで実に多種多様な課題が上げられた。 

またコーディネーター支援事業・専門家支援事業利用者の中には、抱えている課題の性質上、

中長期の支援を必要とする事業者も存在した。こうした事象から、スタートアップ企業向けの支

援の在り方として、個々の課題に対する単発の支援だけでなく、事業計画、資本政策、知財戦

略、人材・組織等の各テーマをパッケージ化した中長期の支援プログラムとして計画的に支援す

ることも重要と考えられる。 

加えて、今年度実施した本事業では J-Startup HOKKAIDO認定スタートアップ企業などの、今

後、道内のいわばロールモデルとなる主要なスタートアップ企業や既に起業後の事業者を多く支

援してきた。冒頭に記載した通り、今後の北海道におけるスタートアップ・エコシステムが持続

的に発展・拡大するためには、ロールモデルのような成長を目指す「次代の起業家やスタートア

ップ候補が次々と生まれる好循環」を創り出すことが必要である。よって今後の支援の在り方と

しては、起業を検討している事業者、起業家などの新たな「芽」となる次代の起業家・スタート

アップの発掘・成長支援もより重要となる。 

  

 

 
2 経済産業省第 4回産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会（2022年 2月 16日開催）」資料 3.より 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijuku/004.html 
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図 13．情報発信結果（道内スタートアップ企業の取組内容等） 
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図 14．情報発信結果（支援機関における取組内容等） 




